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令和２・３年度 小千谷市建設工事入札参加資格審査申請要領 

 

令和元年１２月 

小 千 谷 市 

 

令和２・３年度において、小千谷市が行う建設工事の一般競争入札、指名競争入札及

び随意契約の協議(以下「競争入札等」といいます。)に参加しようとする方は、小千谷

市建設工事入札参加資格審査規程(平成元年告示第 21 号)及びこの要領に定めるところ

により、競争入札等に参加する者に必要な資格(以下「参加資格」といいます。)の審査

(以下「資格審査」といいます。)の申請を行ってください。 

 

 

１ 参加資格の種類(建設工事の種類) 

 

１)土木一式工事  11)鋼構造物工事 21)熱絶縁工事 

２)建築一式工事 12)鉄筋工事 22)電気通信工事 

３)大工工事 13)舗装工事 23)造園工事 

４)左官工事 14)しゅんせつ工事 24)さく井工事 

５)とび・土工・コンクリート工事 15)板金工事 25)建具工事 

６)石工事 16)ガラス工事 26)水道施設工事 

７)屋根工事 17)塗装工事 27)消防施設工事 

８)電気工事 18)防水工事 28)清掃施設工事 

９)管工事 19)内装仕上工事 29)法面処理工事※１ 

10)タイル・れんが・ブロック工事 20)機械器具設置工事 30)解体工事 

 

 ※１ 当市では、建設業法の許可業種(29業種)に加え、とび・土工・コンクリート工

事の内訳としての「法面処理工事」についても参加資格の１業種として、とび・土

工・コンクリート工事とは別に登録を受け付けておりますのでご注意ください。 

 

 

２ 資格審査申請をすることができる方 

 

 (１)資格審査申請をすることができる方は、次に掲げる事項のいずれにも該当しない

方です。 

ア 建設業法第３条第１項の規定により建設業の許可を受け、その建設業の許可を

受けて営業した期間が１年に満たない者 

イ 資格審査を申請しようとする建設工事について、建設業法第 27 条の 23 第１項

に規定する経営に関する客観的事項の審査(以下「経営事項審査」という。)を受け

ていない者 

ウ 資格審査を申請しようとする建設工事について、建設業法第 27 条の 29 第１項

の規定による総合評定値の通知を受けていない者 

エ 地方自治法施行令第 167 条の４(同令第 167 条の 11 第１項において準用する場

合も含む。)第２項各号のいずれかに該当すると認められる者で、市長が期間を定
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めて競争入札等に参加させないこととした者のうち、当該期間を経過しない者。 

また、その者を代理人、支配人その他の使用人又は入札代理人として使用する者

についても同様とします。 

オ 資格審査を申請しようとする建設工事について、経営事項審査の申請をする日

の属する事業年度の開始の日の直前３年の各事業年度のいずれの事業年度にも完

成工事高を有しない者 

カ 建設業法の規定により営業の停止を命じられ、その停止期間が経過しない者 

キ 暴力団(暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律(平成３年法律第 77

号)第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。)又は暴力団員(暴力団員に

よる不当な行為の防止等に関する法律第２条第６号に規定する暴力団員をいう。

以下同じ。)が経営に実質的に関与していると認められる者 

ク 自己若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的を

もって、暴力団又は暴力団員を利用していると認められる者 

ケ 暴力団員であると認められる者 

コ 暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宜を供与する等直接的又

は積極的に暴力団の維持又は運営に協力し、又は関与していると認められる者 

サ 暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有すると認められる者 

シ 法人であって、その役員(その支店等の代表者を含む。スにおいて同じ。)が自己、

自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をも

って、暴力団又は暴力団員を利用していると認められるもの 

ス 法人であって、その役員のうちにケからサまでのいずれかに該当する者がある

もの 

セ 小千谷市の市税、新潟県の県税、法人税又は所得税並びに消費税及び地方消費税

のいずれかについて、滞納がある者 

ソ 次の(ｱ)から(ｳ)までに掲げる届出のいずれかを行っていない者(当該届出を行

うことを要しない者を除く。)。 

(ｱ) 雇用保険法(昭和 49年法律第 116号)第７条の規定による届出 

(ｲ) 健康保険法(大正 11年法律第 70号)第 48条の規定による届出 

(ｳ) 厚生年金保険法(昭和 29年法律第 115号)第 27条の規定による届出 

 

 (２)次に掲げる国家資格者等の技術職員数が、「８ 入札参加資格の格付け等に係る留

意点」－「技術職員要件」の各業種の最低等級(土木一式はＣ級、建築一式工事はＣ級、

電気・管工事はＣ級、舗装工事はＢ級)の技術職員数の要件を満たさない者(総合評

点通知書の審査基準日現在で要件を満たさない者)は、該当の工事(土木一式、建築

一式、電気、管、舗装)について資格申請をすることができません。 

工事の種類 国家資格者等の種類 

土木一式工事 

１級技術職員：一級建設機械施工技士、一級土木施工管理技士、技術士のう

ち技術部門を建設部門、農業部門(選択科目を「農業土木」と

するものに限る。)、森林部門(選択科目を「森林土木」とす

るものに限る。)、水産部門(選択科目を「水産土木」とする

者に限る。)又は総合技術監理部門(選択科目を建設部門に係

るもの、「農業土木」、「森林土木」又は「水産土木」とする者

に限る。)とする者 

２級技術職員：二級建設機械施工技士、二級土木施工管理技士(種別を「土

木」とするものに限る) 
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建築一式工事 

１級技術職員：一級建築施工管理技士、一級建築士 

２級技術職員：二級建築施工管理技士(種別を「建築」とするものに限る。)、

二級建築士 

電気工事 

１級技術職員：一級電気工事施工管理技士、技術士のうち技術部門を電気電子

部門又は建築部門、又は総合技術監理部門(選択科目を電気電子

部門又は建設部門に係るものとするものに限る。)とする者 

２級技術職員：二級電気工事施工管理技士、第一種電気工事士、第二種電気

工事士で電気工事に関し実務経験３年以上、電気主任技術

者(第一種、第二種又は第三種)で電気工事に関し実務経験

５年以上、建築設備士で電気工事に関し実務経験１年以上、

計装で電気工事に関し実務経験１年以上の者 

管工事 

１級技術職員：一級管工事施工管理技士、技術士のうち技術部門を機械部門(選択科目を

「流体工学」又は「熱工学」とするものに限る。)上下水道部門、衛生工

学部門又は総合技術監理部門(選択科目を「流体工学」、「熱工学」又は上

下水道部門若しくは衛生工学部門に係るものに限る。)とする者 

２級技術職員：二級管工事施工管理技士、給水装置工事主任技術者で管工事

に関し実務経験１年以上の者、職業能力開発促進法による技

能検定のうち検定職種を一級の冷凍空気調和機器施工、空気

調和設備配管、給排水衛生設備配管、配管(選択科目を「建築

配管作業」とするものに限る。以下同じ。)、配管工若しくは

建築板金(選択科目を「ダクト板金作業」とするものに限る。

以下同じ。)とするものに合格した者又は検定職種を二級の

冷凍空気調和機器施工、空気調和設備配管給排水衛生設備配

管、配管、配管工若しくは建築板金とするものに合格した後、

管工事に関し実務経験３年以上(ただし、平成 16年４月１日

時点で合格していた者は実務経験１年以上)の者、建築設備

士で管工事に関し実務経験１年以上、計装で管工事に関し実

務経験１年以上の者 

舗装工事 

１級技術職員：一級の建設機械施工技士、一級の土木施工管理技士、技術士のう

ち技術部門を建設部門又は総合技術監理部門(選択科目を「建設

部門」とするものに限る。)とする者 

２級技術職員：二級建設機械施工技士、二級土木施工管理技士(種別を「土

木」とするものに限る。) 

 
 

３ 参加資格の有効期間 
 
 参加資格の有効期間は、令和２年４月１日※２から令和４年３月 31日までです。 
 

 ※２ 令和２年４月１日以降に行う随時申請は入札参加が認められた日から有効期間

が始まります。 
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４ 提出書類等 
 

 ◎：必ず提出してください。(記入すべき事項がない場合でも、白紙のまま提出して

ください。) 

 △：該当がある場合、提出してください。 

 ×：提出する必要はありません。 

提出書類一覧 

対象事業者※３ 

備考 

※４ 
市内

本店 

市内

支店 

市外

業者 

建設工事入札参加資格審査申請書【第１号様式】 ◎ ◎ ◎ ① 

営業所(主たる営業所を除く)一覧表【第２号様式】 ◎ ◎ ◎ ② 

委任状(任意様式) △ △ △ ③ 

建設業許可申請書別紙２の写し △ △ △ ④ 

技術職員数に関する書類【第３号様式】 ◎ ◎ ◎ ⑤ 

技術職員数一覧【第４号様式】 △ △ △ ⑥ 

暴力団等の排除に関する誓約書【第５号様式】 ◎ ◎ ◎ ⑦ 

総合評定通知書の写し ◎ ◎ ◎ ⑧ 

健康保険等の加入状況がわかる書類の写し △ △ △ ⑨ 

適用除外申告書【第 13号様式】 △ △ △ ⑩ 

建設業以外の新分野に進出していることを証する書類 △ × × ⑪ 

障害者雇用状況報告書の写し等 △ △ △ ⑫ 

ハッピー・パートナー企業登録証の写し等 △ △ △ ⑬ 

消防団協力事業所表示制度認定証明書の写し △ △ × ⑭ 

インターンシップ等の受入れに関する証明書【第 14号様式】 △ △ × ⑮ 

若年者雇用状況申告書【第 15号様式】 △ △ × ⑯ 

小千谷市の納税証明書(未納がないことの証明用) ◎ ◎ × ⑰ 

新潟県の納税証明書(未納がないことの証明用) ◎ ◎ △ ⑱ 

法人税又は所得税並びに消費税及び地方消費税の納税証明書(未

納がないことの証明用) 
◎ ◎ ◎ ⑲ 

 

 ※３ 対象事業者 

市内本店：小千谷市内に本店を有する者 

市内支店：小千谷市外に本店を有するが、小千谷市内に支店等の営業所を有する者 

市外業者：上記以外の者 

 

 ※４ 備考 

  ① 建設工事入札参加資格審査申請書【第１号様式】 

   ・様式の記入については、新潟県建設工事入札参加資格審査申請要領を参考にし

てください。 
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  ② 営業所(主たる営業所を除く)一覧表【第２号様式】 

   ・様式の記入については、新潟県建設工事入札参加資格審査申請要領を参考にし

てください。 

 

  ③ 委任状(任意様式) 

   ・契約に係る権限を営業所等の長に委任する場合に提出してください。 

   ・委任した場合の入札参加業種は、受任者が有している建設業許可業種のみです。 

 

  ④ 建設業許可申請書別紙２の写し 

   ・小千谷市との建設工事請負契約締結権限を支店等に委任する場合のみ記入し、

提出してください。 

 

  ⑤ 技術職員数に関する書類【第３号様式】 

   ・土木一式、建築一式、電気、管又は舗装工事の技術職員数の補正は、⑧の審査基

準日における技術職員数が経営事項審査と異なる者(※)の要件を満たす場合の

み、希望することができます。 

   ・補正を希望する場合には、「⑥技術職員数一覧【第４号様式】」を提出するととも

に、確認資料の提出が必要です。詳しくは「⑥技術職員数一覧」の備考欄を御確

認ください。また、補正が可能な技術職員の資格は「技術職員数一覧【第４号様

式】」に記載されているものに限られますので、御注意ください。 

   ・建退共等加入の有無欄に「１」を記入した方は、総合評定値通知書で確認できる

場合を除いて、加入証明書等の写しを提出してください。 

   ・建災防協会加入の有無欄に「１」を記入した方は、加入証明書又は当年度の年会

費の領収書等の写しを提出してください。 

   ※ 経営事項審査での技術職員の資格要件の重複計上の制限(２業種まで)の取扱

い又はその他に区分される資格の一部が、小千谷市の取扱いでは２級に区分さ

れることにより、土木一式、建築一式、電気、管又は舗装工事の審査基準日現在

の１、２級技術職員数と総合評定値通知書に記載の１、２級技術職員数との差

異が生じる場合です。(退職等により審査基準日時点と資格審査申請日時点の人

数が異なることによる補正はできません。)申請の際には、下記の(１)及び(２)

を提出してください。 

    (１)経営事項審査を行ったときの「技術職員名簿」 

    (２)一覧に記載した業種ごとの職員の資格者証等(実務経験を証明する必要が

ある場合は、建設業許可の実務経験証明書(様式第９号))の写し(資格者証等

は、同一の資格であっても業種ごとに提出し、どの業種に関するものか分か

るよう、付箋・インデックス等を付けてください。) 

 

  ⑥ 技術職員数一覧【第４号様式】 

   ・⑧の審査基準日における土木一式、建築一式、電気、管又は舗装工事の技術職員

数が経営事項審査の記載と異なる者(※)の要件を満たす者で、かつ、「⑤技術職

員数等に関する書類【第３号様式】」において当該業種の技術職員数の補正を希

望する者のみ。 
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   ※ 経営事項審査での技術職員の資格要件の重複計上の制限(２業種まで)の取扱

い又はその他に区分される資格の一部が、小千谷市の取扱いでは２級に区分さ

れることにより、土木一式、建築一式、電気、管又は舗装工事の審査基準日現在

の１、２級技術職員数と総合評定値通知書に記載の１、２級技術職員数との差

異が生じる場合です。(退職等により審査基準日時点と資格審査申請日時点の人

数が異なることによる補正はできません。)申請の際には、下記の(１)及び(２)

を提出してください。 

    (１)経営事項審査を行ったときの「技術職員名簿」 

    (２)一覧に記載した業種ごとの職員の資格者証等(実務経験を証明する必要が

ある場合は、建設業許可の実務経験証明書(様式第９号))の写し(資格者証等

は、同一の資格であっても業種ごとに提出し、どの業種に関するものか分か

るよう、付箋・インデックス等を付けてください。) 

 

  ⑦ 暴力団等の排除に関する誓約書【第５号様式】 

   ・記載内容を確認のうえ住所(所在地)、商号又は名称、代表者職指名を記入し、代

表者印を押印してください。 

 

  ⑧ 総合評定値通知書の写し 

   ・審査基準日が平成 30年９月２日以降であり、有効かつ最新の総合評定値通知書

であることが必要です。 

   ・随時申請の場合は、申請しようとする日の１年７ヶ月前の日以降の通知書であ

ることが必要です。 

 

  ⑨ 健康保険等の加入状況がわかる書類の写し 

   ・経営事項審査において、健康保険、厚生年金保険又は雇用保険の加入状況のいず

れかが「無(未加入)」となっている場合で、審査基準日以降に加入の届出を行っ

た場合に提出してください。 

   ・書類により未加入でなくなったことが確認できた場合に限り、申請書を受け付

けます。 

内容 

健康保険・厚生年金保険の加入状況が

「無(未加入)」から「有(加入)」となっ

た場合 

雇用保険の加入状況が「無(未加入)」か

ら「有(加入)」となった場合 

提出書類 

以下のいずれかの書類 

・入札参加資格審査申請時の直近１か

月分の領収証書の写し 

・標準報酬決定通知書の写し 

・被保険者資格取得確認及び標準報酬

決定通知書の写し 

・健康保険・厚生年金保険新規適用届

(年金事務所の受領印のあるもの)の事

業主控えの写し 

以下のいずれかの書類 

・入札参加資格審査申請時の直前の労働

保険概算・確定保険料申告書の写し 

・雇用保険被保険者資格取得等確認通知

書(事業主通知用)の写し 

・雇用保険適用事業所設置届(公共職業

安定所の受領印のあるもの)の事業主控

えの写し 
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  ⑩ 適用除外申告書【第 13号様式】 

   ・経営事項審査において、健康保険、厚生年金保険又は雇用保険の加入状況のいず

れかが「無(未加入)」となっている場合で、審査基準日以降に適用除外となった

場合にのみ、適用除外となったことを証明する書類を添付して提出してくださ

い。 

   ・書類により未加入でなくなったことが確認できた場合に限り、申請書を受け付

けます。 

 

  ⑪ 建設業以外の新分野に進出していることを証する書類 

   ・新分野への進出状況に係る主観点を希望する場合は提出してください。 

   ・日本標準産業分類で建設業以外の分野(大分類を異にする事業)へ進出し、平成

30 年２月１日から令和２年１月 31 日まで(以下「対象期間」という。)の間に

500 万円以上の支出(対象期間以前に開始した新分野の事業に関しては対象期間

中に行った追加投資等の新たな支出(事業継続のための必要経費の支出は除く)

に限る)を行った新分野進出主観点希望者は、新分野進出の形態に応じて、下表

の書類を提出してください。(新分野進出「有」と認められた業者には、新分野

進出による加点から２年を経過する日が属する入札参加資格の有効期限まで主

観点を 20点付与します。) 

自らの会社での進出 新会社設立(単独又は共同出資) 

 ① 新分野に進出した新会社の登記事項証明

書(写し可) 

① 定款(個人事業主の場合は不要) ② 新分野に進出した新会社の定款(個人事

業主の場合は不要) 

② 次に掲げる新分野に進出した日及び事業

内容を証する書類 

・株主総会、取締役会等の議事録の写し 

・該当の新分野に進出したことを取り上げた

新聞記事等 

・企業紹介パンフレット等 

③ 次に掲げる新分野に進出した日及び事業

内容を証する書類 

・株主総会、取締役会等の議事録の写し 

・該当の新分野に進出したことを取り上げた

新聞記事等 

・新会社の企業紹介パンフレット等 

③ 500 万円以上支出したことを証する次の

書類の写し 

・契約書、領収書、振込通知書等 

・その他、現金出納帳等支出したことが確認で

きるもの 

④ 500 万円以上支出したことを証する次の

書類の写し 

・契約書、領収書、振込通知書等 

・その他、現金出納帳等支出したことが確認で

きるもの 

   ※ 主観点の申請(⑪～⑯)は、申請区分が「1(新規)」又は「２(継続)」の場合に

限られます。 

     また、この際に主観点の申請漏れがあってもその後に追加で申請を行うこと

はできませんのでご注意ください。 

   ※ 個人情報を含む書類の提出に当たっては、本人の同意を得てください。提出

された書類は、主観点算出のために使用し、他の目的に使用することはありま

せん。 

 

  ⑫ 障害者雇用状況報告書の写し等 

   ・障害者の雇用状況に係る主観点を希望する場合は提出してください。 
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   ・下記(１)(２)のいずれかに当てはまる障害者雇用に係る主観点希望者は、下表

の 書類を提出してください。(障害者雇用「有」と認められた場合は主観点を

10点付与します。) 

    (１)資格審査申請日直前の６月１日現在において、雇用状況報告義務があり(常

用労働者数から除外率により除外すべき労働者を控除した数が 45.5人以上の

者をいう。)法定雇用率(2.2％)を満たす数を超える数の障害者を雇用してい

る者 

    (２)資格審査申請日直前の６月１日現在において、雇用状況報告義務はないが 

資格審査申請日現在において１人以上の障害者を雇用している者 

(１)雇用状況報告義務がある者 (２)雇用状況報告義務がない者 

障害者の雇用の促進等に関する法律(昭和 35

年法律第 123 号。以下「障害者雇用促進法」と

いう。)第 43 条第７項及び同法施行規則第８条

に規定する障害者雇用状況報告書の写しを提出

してください。 

なお、合併等による新設会社のため、資格審査

申請日現在、まだ当該報告書の提出を行ってい

ない方については、合併前のそれぞれの会社(常

用労働者数から除外率により除外すべき労働者

を控除した数が 45.5 人以上の者)における当該

障害者雇用状況報告書の写しを提出してくださ

い。 

雇用している障害者の方の障害者手帳の写し

及びその者が雇用されていることを証する書類

(雇用保険資格取得等確認通知書又は被保険者

証、健康保険及び厚生年金保険の被保険者資格

取得確認及び標準報酬決定通知書、賃金台帳な

ど)の写しを提出してください。 

   ※ 主観点の申請に関する注意事項は、⑪の※にあるとおりです。 

 

  ⑬ ハッピー・パートナー企業登録証の写し等 

   ・男女共同参画の推進状況に係る主観点を希望する場合は提出してください。 

   ・新潟県のハッピー・パートナー企業として登録し、かつ、下表の(１)(２)のいず

れか一方又は両方に該当する男女共同参画の推進状況に係る主観点希望者は、

ハッピー・パートナー企業登録証の写しを提出するとともに、下表の(１)又は

(２)に該当する書類を提出してください。((１)、(２)でそれぞれ５点、両方と

も該当する場合は主観点を 10点付与します。) 

(１) 次世代育成支援対策推進法(平成 15 年

法律第 120 号。以下同じ。)第 12 条第１項又

は第４項に基づき策定した「一般事業主行動

計画」を都道府県労働局へ提出し、かつ、資格

審査申請日現在において、当該行動計画の計

画期間中である者 

 

(２) 経営事項審査の審査基準日現在におい

て、女性技術者(建設業法第７条第２号イ、ロ

又はハに基づく主任技術者となる資格を有す

る者)を１名以上雇用している者 

 

下記の書類を提出してください 

・都道府県労働局に提出した「次世代育成支援

対策推進法」に基づく「一般事業主行動計画」

(労働局の受付印あり)の写し 

下記の書類を提出してください 

・経営事項審査の申請の際に添付した技術職

員名簿の写し 

・健康保険被保険者証等(性別が確認できる書

類)の写し 

   ※ 主観点の申請に関する注意事項は、⑪の※にあるとおりです。 
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  ⑭ 消防団協力事業所表示制度認定証明書の写し 

   ・消防団協力事務所の認定状況に係る主観点を希望する場合は提出してください。 

   ・資格審査申請日現在において、小千谷市の消防団協力事業所表示制度に基づき、

消防団協力事業所に認定されている当該主観点希望者は、消防団協力事業所表

示制度認定証明書の写しを提出してください。(消防団協力事業所認定「有」と

認められた場合は主観点を 10点付与します。) 

   ※ 主観点の申請に関する注意事項は、⑪の※にあるとおりです。 

 

  ⑮ インターンシップ等の受入れに関する証明書【第 14号様式】 

   ・就業体験(インターンシップ)又は職場実習(デュアルシステム)に関する機会の

提供状況に係る主観点を希望する場合は提出してください。 

   ・平成 30年２月１日から令和２年１月 31日の間に、高校生以上の生徒・学生(専

門学校の生徒・学生を含む)を対象とした、就業体験(インターンシップ)又は専

門の実践的な技術及び技能の習得を目指す職場実習(デュアルシステム)の受入

れを、小千谷市内の営業所で行った当該主観点希望者は、学校等が発行するイ

ンターンシップ等の受入れに関する証明書を提出してください。(就業体験又は

職場実習に関する機会の提供「有」と認められた場合は、主観点を 10点付与し

ます。) 

   ※ 主観点の申請に関する注意事項は、⑪の※にあるとおりです。 

 

  ⑯ 若年者雇用状況申告書【第 15号様式】 

   ・若年者の雇用状況に係る主観点を希望する場合は提出してください。 

   ・平成 28 年２月１日から令和２年１月 31 日の間に小千谷市内の営業所で若年者

(採用時 35歳未満の者をいいます。以下同じです。)を雇用期間の定めのない常

勤職員として新たに採用(＊)し、かつ、当該者を資格審査申請日まで継続して

雇用し、かつ、当該者が資格審査申請日現在において小千谷市内の営業所に勤

務している若年者雇用に係る主観点希望者は、若年者雇用状況申告書を提出し、

下記の書類を提出してください。(若年者雇用「有」と認められた場合は主観点

を 10 点((１)当該者が技術者又は技能労働者の場合：追加で５点。(２)当該者

が小千谷市に住所を有する場合：追加で５点。合わせて最大 20 点)を付与しま

す。) 

   ＊ 「雇用期間の定めのない職員」とは、パートタイマー、アルバイト、日雇い等

を除く正規職員が該当します。 

     「小千谷市内の営業所で若年者を雇用期間の定めのない常勤職員として新た

に採用」とは、若年者を雇用期間の定めのない常勤職員として新たに採用し、採

用日(採用通知日ではありません。)現在において、小千谷市内の営業所に勤務

していることをいいます。(採用を行った者は小千谷内の営業所でなくても構い

ません。) 

   ※ 主観点の申請に関する注意事項は、⑪の※にあるとおりです。 

 

＜提出資料＞ 

   ・「若年者雇用状況申告書」に以下の書類((１)～(３)はいずれか１つ、(４)～(６)
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は必須。(７)～(９)は該当する場合のみ)を添付の上、提出してください。 

    (１)健康保険被保険者証の写し[事業所名、資格取得年月日が記載のもの] 

    (２)健康保険・厚生年金被保険者資格標準報酬決定通知書の写し 

    (３)健康保険・厚生年金被保険者資格取得確認及び標準報酬決定通知書の写し 

    (４)雇用保険被保険者資格取得等確認通知書の写し 

    (５)雇用契約書又は労働条件通知書(労働基準法第 15 条)の写し[勤務地、雇用

期間の定めのないこと及び職種が確認できるもの］ 

    (６)賃金台帳又は源泉徴収簿の写し[資格審査申請日の属する月の前月に係る

支払分] 

    (７)資格審査申請日現在における勤務地が確認できる出勤簿等の書類の写し

[採用日時点と申請日現在の勤務地が異なる場合のみ] 

    (８)資格審査申請日現在における職種が確認できる書類の写し[採用日時点と

申請日現在の職種が異なる場合のみ] 

    (９)資格審査申請日現在における雇用者の小千谷市在住状況が確認できる書類

(住民票等)の写し。[雇用者が小千谷市に住所を有する場合のみ] 

   ※ やむを得ない理由により上記(１)から(３)の書類を添付できない場合は常勤

性を確認できる書類、上記(４)の書類を添付できない場合は採用日を確認でき

る書類、上記(８)の書類を添付できない場合は申請日現在における職種を代表

者が証明する書類をそれぞれ添付してください。 

   ※ 対象となる若年者が複数人いる場合、「若年者雇用状況申告書」は１人分につ

いて記載し提出してください。この場合、技術者又は技能労働者及び小千谷市

に住所を有する者を優先して記載してください 

 

  ⑰ 小千谷市の納税証明願(未納がないことの証明用) 

   ・写しを可としますが、申請書提出日から起算して３か月以内に証明されたもの

を提出してください。 

 

  ⑱ 新潟県の納税証明書(未納がないことの証明用) 

   ・写しを可としますが、申請書提出日から起算して３か月以内に証明されたもの

を提出してください。 

 

  ⑲ 法人税又は所得税並びに消費税及び地方消費税の納税証明書(未納がないこと

の証明用) 

   ・法人の場合は、納税証明書「その３の３」、個人の場合は、納税証明書「その３

の２」です。 

   ・写しを可としますが、申請書提出日から起算して３か月以内に証明されたもの

を提出してください。 
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５ 提出部数 

 

 １部  申請書等は①～⑲の順に、Ａ４横判は上綴じ、Ａ４縦判は左綴じとなるよう

紐等で綴って提出してください。 

 

 

６ 提出方法 

 

 (１) 提出先   小千谷市役所 企画政策課 財政係 

          〒947-8501 新潟県小千谷市城内２-７-５ 

          ℡0258-83-3507 

 

 (２) 提出方法  提出先に直接持参するか、郵送による方法で受付けます。郵送す

る場合は、提出先に到達した時点をもって受理としますので、郵送

に要する日を考慮し、期限までに到達するよう注意してください。 

 

 

７ 提出期間 

 

 定期申請に係る申請書等の提出期間は、小千谷市の休日を定める条例第２条に規定す

る休日を除いて次のとおりです。※５ 

 

令和２年２月３日(月)から令和２年２月 28日(金)まで 

 

 ※５ 随時申請は令和２年４月１日から行うことができます。(ただし、小千谷市の

休日を定める条例第２条に規定する休日を除きます。) 

 

 

８ 入札参加資格の格付け等にかかる留意点 

 

技術職員要件 

   資格審査申請における土木一式、建築一式、電気、管及び舗装工事(以下「該当工

事」という。以下同じ。)の技術職員とする資格の種類は、「２ 資格審査申請をする

ことができる方(２)」に掲げているとおりです。 

   また、審査後の入札参加資格の格付けは、入札参加資格の審査基準日(令和２・３

年度建設工事入札参加資格審査の定期申請に係る基準日は令和元年２月 28 日)の直

前に取得した経営事項審査の総合評定値に主観点を加算して得た「総合評点」、以下

の表の各等級に対応する「１級技術職員数」及び「１、２級技術職員の合計数」を基

に行い、これらのすべての要件を満たしていることが必要ですので、技術職員数の

記載に漏れがないよう留意してください。 

   ただし、該当工事の技術職員数の補正を希望する方が「技術職員数等に関する書

類」【第３号様式】、「技術職員数一覧」【第４号様式】を提出し、その内容が適当と認

められた場合には補正後の技術職員数に基づいて格付を行います 
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   なお、総合評点については、令和２・３年度入札参加資格の定期申請に基づく審査

結果の取りまとめ後(令和２年３月下旬予定)に決定しますので、以下の表に記載し

ていません。 

 

  ○土木一式工事 

等級 １級技術職員数 １、２級技術職員合計数 

Ａ ５人以上 １５人以上 

Ｂ １人以上 ５人以上 

Ｃ  １人以上 

 

  ○建築一式工事 

等級 １級技術職員数 １、２級技術職員合計数 

Ａ ２人以上 ５人以上 

Ｂ １人以上 ３人以上 

Ｃ  １人以上 

 

  ○電気工事及び管工事 

等級 １級技術職員数 １、２級技術職員合計数 

Ａ １人以上 ２人以上 

Ｂ  １人以上 

Ｃ  １人以上 

 

  ○舗装工事 

等級 １級技術職員数 １、２級技術職員合計数 

Ａ １人以上 １５人以上 

Ｂ  ５人以上 

 

 

９ 参加資格の追加申請(業種追加)をする場合 

 

参加資格の追加申請(業種追加)をする場合は、「４ 提出書類等」のうち、以下のもの

を提出してください。 

・建設工事入札参加資格審査申請書【第１号様式】 

・営業所(主たる営業所を除く)一覧表【第２号様式】 

・技術職員数に関する書類【第３号様式】 

・技術職員数一覧【第４号様式】 

・総合評定通知書の写し 
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10 申請内容に変更等があった場合 

 

 (１)申請書等を提出した後に次に掲げる事項に変更があった場合は、「変更等届出書」

【第７号様式】に必要な書類を添えて、速やかに提出してください。 

変 更 事 項 添 付 書 類 

① 商号又は名称 法人の登記事項証明書又はその写し(登記している者

に限る。以下同じ。) 

② 営業所の名称、所在地 

又は電話番号 

建設業許可の変更届出書(許可行政庁の受付印等のあ

るものに限る。以下同じ。)の写し。所在地の変更の

場合は、法人の登記事項証明書又はその写しでも可。 

③ 法人の代表者(又はその氏名) 法人の登記事項証明書若しくはその写し又は建設業

許可の変更届出書の写し(契約締結権限を営業所に委

任している場合は委任状も添付) 

④ 代理人(又はその氏名) 新たな代理人に対する委任状 

⑤ 建設業の許可の区分 建設業の許可通知書の写し 

※ 許可業種の追加又は廃止の場合は不要(別途、必

要に応じて業種追加申請や廃業等届出書【第８号様

式】の提出が必要) 

⑥ 小千谷市内での営業所の新設 

又は廃止 
・新設の場合は、「建設業許可申請書別紙２の写し」

又は「建業許可の変更届出書の写し」及び「営業所(主

たる営業所を除く)一覧表【第２号様式】」に新設する

営業所について記載したもの 

・廃止の場合は、添付資料は不要 

 

 (２)申請書等を提出した後に申請者が死亡、合併等により解散し、又は事業の譲渡、会

社分割等を行った時は、次のとおりとなります。 

  ア 参加資格が認定される前の場合 

    資格審査の申請は、無効となります。 

  イ 参加資格が認定された後の場合 

   (ｱ) 参加資格の継続を希望する場合 

    建設工事入札参加資格承継申請書【第６号様式】を提出してください。内容

を審査の上、適当と認められれば入札参加資格が承継されます。 

   (ｲ) 参加資格の継続を希望しない場合 

    廃業等届出書【第８号様式】を提出してください。 

 


